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６ 総括 

令和２年度の決算については、歳入総額が２６，６８５，７７３，０８８円で、前年度歳入決算 

額１８，７５７，０８６，８２５円と比較すると７，９２８，６８６，２６３円、４２．３％の増

加である。また、歳出総額が２４，９５５，５４１，８８０円で、前年度歳出決算額１７，８７３，

９４１，１６５円と比較すると７，０８１，６００，７１５円、３９．６％の増加である。   

その構成を見ると、歳入は自主財源比率が前年度決算と比較し１６．９ポイントの減少、歳出は

消費的経費、投資的経費及びその他の経費が増加している。 

令和２年度の決算の特徴として、歳入では、自主財源である市税が前年度決算額と比較して６３，

８９６，０３３円（０．８％）減少したが、収納率は９７．６％と、前年の９７．５％と比較して

０．１ポイント上昇している。これは、早期の滞納処分可能財産の把握及び滞納処分の実施などの

成果によるものである。 

このほか、国庫支出金が前年度と比較して６，７２９，１７４，５７５円（２４２．９％）増加

となった。これは、主に特別定額給付金給付事業費補助金及び新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金の交付によるものである。また、寄附金のうち、まちづくり基金寄附金が前年度決

算額と比較して１１９，１３２，１４２円（６３．９％）増加となった。これは、全国的にふるさ

と納税の機運が高まっていることや、寄附申込サイトを追加したことで認知度が高まったことによ

るものである。 

歳出において、性質別では、投資的経費が前年度決算額を上回った。この理由として、教育費に

おける文化体育館屋根防水更新工事を実施したことに伴う該当費用の増加が挙げられる。 

また、科目別では、議会費、労働費、農林水産業費、災害復旧費及び諸支出金が前年度決算額よ

り減少となったが、その他の科目では増加となっている。増加の理由については、主に特別定額給

付金給付に係る経費及び新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業に係る

経費によるものである。 

以上のとおり、歳入においては、自主財源の要となる市税について、引き続き、滞納者に対する

早期の財産調査を行い、厳正な滞納処分の実施を行うとともに、適正な不納欠損処理をされたい。 

また、老朽化施設への対策などの財源として市債を活用するに当たっては、後年度負担が過度に

ならないよう、世代間負担の公平化を勘案しつつ、計画的な財政運営を心掛けていただきたい。 

歳出においては、引き続き、新型コロナウイルス感染症関係経費の増加やＪＲ高麗川駅東口開設

に向けた関連経費の支出、経年劣化による施設の更新及び長寿命化への対応経費などが見込まれる

が、社会・経済活動の激変を受け、大幅な歳入増加が期待できない状況の中で、厳しい財政運営が

強いられるものと考えられることから、適正な予算の執行や計画的な事務の執行を心掛けていただ

きたい。 

このほか、予算の執行に当たっては、執行状況を精査し所要の補正を行うなど、不用額の縮減に

努め、効率的な予算の執行に努めていただきたい。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され

ており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿及び証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（２） 国民健康保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は６，０５２，１３５，５６３円で、前年度歳入決算額６，１９１，４５７，３４３円

と比較して１３９，３２１，７８０円、２．３％減少となっている。 

                                       （単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１ 
国 民 健 康 

保 険 税 

1,081,973,000 1,160,543,586 78,570,586 1,158,616,276 1,927,310 

    7.3%   0.2% 

２ 
国 庫 

支 出 金  

2,000 9,815,000 9,813,000 998,000 8,817,000 

    490,650.0%   883.5% 

３  県 支 出 金 
4,579,826,000 4,480,978,391 △ 98,847,609 4,536,691,144 △ 55,712,753 

    △ 2.2%   △ 1.2% 

４  財 産 収 入 
1,000 0 △ 1,000 0 0 

    -   - 

５  寄 附 金  
1,000 0 △ 1,000 0 0 

    -   - 

６  繰 入 金  
491,947,000 334,874,243 △ 157,072,757 431,076,069 △ 96,201,826 

    △ 31.9%   △ 22.3% 

７  繰 越 金  
48,167,000 48,167,424 424 53,516,106 △ 5,348,682 

    0.0%   △ 10.0% 

８ 諸 収 入  
5,214,000 17,756,919 12,542,919 10,559,748 7,197,171 

    240.6%   68.2% 

合 計 
6,207,131,000 6,052,135,563 △ 154,995,437 6,191,457,343 △ 139,321,780 

    △ 2.5%   △ 2.3% 
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（２） 歳出 

歳出総額は５，９９５，４９２，７３１円で、前年度歳出決算額６，１４３，２８９，９１９円

と比較して１４７，７９７，１８８円、２．４％の減少となった。主な要因としては、国民健康保険

事業費納付金１，４６７，００３，０００円（６．７％）の減少によるものである。 

                                       （単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  総 務 費  
34,768,000 28,505,215 6,262,785 26,617,249 1,887,966 

  82.0%     7.1% 

２  保険給付費  
4,563,046,000 4,389,732,971 173,313,029 4,422,271,915 △ 32,538,944 

  96.2%     △ 0.7% 

３ 

国 民 健 康 

保険事業費 

納 付 金 

1,467,003,000 1,464,650,733 2,352,267 1,570,290,553 △ 105,639,820 

  99.8%     △ 6.7% 

４ 
財政安定化

基金拠出金 

1,000 0 1,000 0 0 

  -     - 

５ 
共 同 事 業 

拠 出 金 

1,000 750 250 820 △ 70 

  75.0%     △ 8.5% 

６  保健事業費  
79,469,000 56,674,142 22,794,858 65,694,603 △ 9,020,461 

  71.3%     △ 13.7% 

７  基金積立金  
1,000 0 1,000 0 0 

  -     - 

８  諸 支 出 金  
55,949,000 55,928,920 20,080 58,414,779 △ 2,485,859 

  100.0%     △ 4.3% 

９  予 備 費  
6,893,000 0 6,893,000 0 0 

  -     - 

合 計 
6,207,131,000 5,995,492,731 211,638,269 6,143,289,919 △ 147,797,188 

  96.6%     △ 2.4% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、５６，６４２，８３２円である。 
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２ 運営状況 

被保険者の加入状況は、本年度末で８，６０６世帯、１３，５４０人である。前年度と比較する

と、世帯数では９世帯（０．１％）増加、被保険者数は１８７人（１．４％）減少している。 

 

区 分 本 年 度 末 前 年 度 末 比 較 

世 帯 数 8,606 世帯 8,597 世帯 9 世帯 

被 保 険 者 数 13,540 人 13,727 人 △ 187 人 

 

（単位：円） 

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増 減 額 増 減 率 

療 養 給 付 費 3,724,736,367 3,771,907,957 △ 47,171,590 △ 1.3% 

療  養  費 40,106,454 48,578,208 △ 8,471,754 △ 17.4% 

高 額 療 養 費 595,200,431 577,256,213 17,944,218 3.1% 

合 計 4,360,043,252 4,397,742,378 △ 37,699,126 △ 0.9% 

 

 

３ 各説 

（１） 歳入 

① 国民健康保険税 

（単位：円） 

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,081,973,000 1,124,434,000 △ 42,461,000 △ 3.8% 

調 定 額 1,359,573,883 1,399,621,735 △ 40,047,852 △ 2.9% 

収 入 済 額 1,160,543,586 1,158,616,276 1,927,310 0.2% 

不 納 欠 損 額 15,192,064 28,523,776 △ 13,331,712 △ 46.7% 

還 付 未 済 額 1,108,800 1,453,900 △ 345,100 △ 23.7% 

収 入 未 済 額 184,764,123 213,935,583 △ 28,988,550 △ 13.6% 

収 入 率 対 予 算 107.3% 103.0%   

収 納 率 対 調 定 85.4% 82.8% 2.6 ポイント 

  
 
現 年 課 税 分 95.2% 93.5% 1.7 ポイント 

    滞 納 繰 越 分 31.9% 30.4% 1.5 ポイント 

 

予算現額１，０８１，９７３，０００円、調定額１，３５９，５７３，８８３円、収入済額１，

１６０，５４３，５８６円で、予算現額に対する収入率は、１０７．３％である。また、調定額に

対する収納率は、現年課税分９５．２％、滞納繰越分３１．９％で、合計収納率は８５．４％とな
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り前年度の収納率８２．８％より２．６ポイント増加した。 

不納欠損額は、１５，１９２，０６４円（１８０件）であり、いずれも地方税法第１５条の７及

び第１８条の規定による所定の手続きにより不納欠損処分されている。 

収入未済額は、現年課税分５６，５２９，７２３円（６２２件）、滞納繰越分１２８，２３４，４

００円（１，１４８件）である。なお、還付未済額は１，１０８，８００円（２６８件）である。 

 

② 繰入金 

予算現額４９１，９４７，０００円に対して、収入済額３３４，８７４，２４３円であり、これ

は、一般会計からの繰入金である。 

 

 

（２） 歳出 

保険給付費における高額療養費は増加したが、療養給付費及び療養費は減少し、前年度より３２，

５３８，９４４円（０．７％）減少となっている。他に、出産育児諸費の出産育児一時金１６，３

８０，０００円（３９件）、葬祭諸費の葬祭費５，０５０，０００円（１０１件）が支出されている。 

 

 

４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（３） 後期高齢者医療特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は７５２，５９５，９２６円で、前年度歳入決算額７０３，８８８，５８４円と比較し

て４８，７０７，３４２円、６．９％の増加となっている。 

（単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１  
後期高齢者

医療保険料 

621,219,000 595,482,024 △ 25,736,976 563,951,193 31,530,831 

    △ 4.1%   5.6% 

２  繰 入 金  
148,030,000 141,874,851 △ 6,155,149 133,741,819 8,133,032 

    △ 4.2%   6.1% 

３  繰 越 金  
14,531,000 14,531,642 642 5,891,916 8,639,726 

    0.0%   146.6% 

４  諸 収 入 
1,005,000 529,409 △ 475,591 303,656 225,753 

    △ 47.3%   74.3% 

５ 国庫支出金 
891,000 178,000 △ 713,000 － 178,000 

    △ 80.0%   皆増 

合 計  
785,676,000 752,595,926 △ 33,080,074 703,888,584 48,707,342 

    △ 4.2%   6.9% 
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（２） 歳出 

歳出総額は７５０，０４１，８４７円で、前年度歳出決算額６８９，３５６，９４２円と比較し

て６０，６８４，９０５円、８．８％の増加となっている。 

（単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  総 務 費 
27,887,000 25,198,496 2,688,504 22,339,418 2,859,078 

  90.4%     12.8% 

２ 
広 域 連 合 751,317,000 719,866,151 31,450,849 661,459,924 58,406,227 

納 付 金   95.8%     8.8% 

３ 諸 支 出 金  
5,472,000 4,977,200 494,800 5,557,600 △ 580,400 

  91.0%     △ 10.4% 

４ 予 備 費 
1,000,000 0 1,000,000 0 0 

  -     - 

合 計  
785,676,000 750,041,847 35,634,153 689,356,942 60,684,905 

  95.5%     8.8% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、２，５５４，０７９円である。 

 

 

２ 被保険者数について 

後期高齢者医療被保険者数は、令和２年度末で８，４４８人である。前年度と比較すると、１６

３人（２．０％）増加している。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（４） 介護保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は４，０９１，５１８，１２４円で、前年度歳入決算額４，０１９，０８１，６００円

と比較して７２，４３６，５２４円、１．８％の増加となった。主な要因としては、支払基金交付

金５６，７６２，７７８円（５．９％）、繰入金６３，８１３，７１０円（１０．３％）の増加に

よるものである。 

 

（単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１  保 険 料  
1,009,094,000 1,013,396,630 4,302,630 1,014,116,205 △ 719,575 

    0.4%   △ 0.1% 

２  国庫支出金  
831,090,000 708,897,201 △ 122,192,799 675,473,849 33,423,352 

    △ 14.7%   4.9% 

３  
支 払 基 金 

交 付 金 

1,191,243,000 1,012,223,779 △ 179,019,221 955,461,001 56,762,778 

    △ 15.0%   5.9% 

４  県 支 出 金  
668,450,000 557,796,038 △ 110,653,962 550,255,571 7,540,467 

    △ 16.6%   1.4% 

５  財 産 収 入  
192,000 193,410 1,410 191,889 1,521 

    0.7%   0.8% 

６  繰 入 金 
885,931,000 682,013,940 △ 203,917,060 618,200,230 63,813,710 

    △ 23.0%   10.3% 

７  繰 越 金  
116,897,000 116,896,903 △ 97 205,238,983 △ 88,342,080 

    △ 0.0%   △ 43.0% 

８  諸 収 入  
20,000 100,223 80,223 143,872 △ 43,649 

    401.1%   △ 30.3% 

合 計  
4,702,917,000 4,091,518,124 △ 611,398,876 4,019,081,600 72,436,524 

    △ 13.0%   1.8% 
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（２） 歳出 

歳出総額は３，９７５，１２０，３２５円で、前年度歳出決算額３，９０２，１８４，６９７円と

比較すると７２，９３５，６２８円、１．９％の増加である。これは、保険給付費１６８，５１２，

６１７円（４．９％）の増加によるものである。 

 

（単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  総 務 費  
57,972,000 50,998,377 6,973,623 52,123,515 △ 1,125,138 

  88.0%     △ 2.2% 

２  保険給付費  
4,280,890,000 3,604,696,983 676,193,017 3,436,184,366 168,512,617 

  84.2%     4.9% 

３  基金積立金  
42,482,000 42,481,066 934 68,897,573 △ 26,416,507 

  100.0%     △ 38.3% 

４  
地 域 支 援 

事 業 費 

227,008,000 191,839,047 35,168,953 205,215,548 △ 13,376,501 

  84.5%     △ 6.5% 

５  諸 支 出 金  
85,151,000 85,104,852 46,148 139,763,695 △ 54,658,843 

  99.9%     △ 39.1% 

６  予 備 費  
9,414,000 0 9,414,000 0 0 

  -     - 

合 計  
4,702,917,000 3,975,120,325 727,796,675 3,902,184,697 72,935,628 

  84.5%     1.9% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は１１６，３９７，７９９円である。
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２ 各説 

（１） 歳入 

① 保険料  

                  （単位：円） 

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,009,094,000 1,010,555,000 △ 1,461,000 △ 0.1% 

調 定 額 1,038,220,579 1,041,418,716 △ 3,198,137 △ 0.3% 

収 入 済 額 1,013,396,630 1,014,116,205 △ 719,575 △ 0.1% 

不 納 欠 損 額 7,773,300 8,017,822 △ 244,522 △ 3.0% 

還 付 未 済 額 805,585 1,008,699 △ 203,114 △ 20.1% 

収 入 未 済 額 17,856,234 20,293,388 △ 2,437,154 △ 12.0% 

収入率 対 予 算 100.4% 100.4%   

収納率 対 調 定 97.6% 97.4% 0.2 ポイント 

  
 
現 年 度 分 99.2% 99.1% 0.1 ポイント 

    滞 納 繰 越 分 15.7% 10.0% 5.6 ポイント 

 

予算現額１，００９，０９４，０００円、調定額１，０３８，２２０，５７９円、収入済額１，

０１３，３９６，６３０円で、予算現額に対する収入率は１００．４％である。また、調定額に対

する収納率は、現年度分９９．２％（前年度９９．１％）、滞納繰越分１５．７％（前年度１０．

０％）で、合計収納率は９７．６％となり、前年度の収納率９７．４％から０．２ポイント増加し

た。 

不納欠損額は、７，７７３，３００円（９５２件／２２１人）であり、いずれも介護保険法第２

００条第１項の規定に基づく所定の手続により不納欠損処分されている。 

収入未済額については、現年度分８，５１８，９４２円（９２７件／２１０人）、滞納繰越分９，

３３７，２９２円（１，１１８件／２１１人）で、合計１７，８５６，２３４円である。還付未済

額は８０５，５８５円（１６５件／１１５人）である。 

 

 

② 繰入金 

予算現額８８５，９３１，０００円に対して、収入済額６８２，０１３，９４０円であり、内訳

は、一般会計からの繰入金６７１，０１３，９４０円、基金からの繰入金１１，０００，０００円

である。 

 

 

（２）  歳出 

要介護及び要支援認定者数は、令和２年度末で２，４５６人であり、前年度より６４人増えてい

る。給付の状況は、介護サービス等諸費３，３１０，４７５，２６３円、介護予防サービス等諸費

８１，８９２，１２２円、高額介護サービス等費７７，９５６，７９２円、特定入所者介護サービ

ス等費１２３，２２５，３９０円等である。 
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４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（５） 武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は７７９，２２１，４４２円で、前年度歳入決算額６２１，３６１，６９８円と比較し

て、１５７，８５９，７４４円、２５．４％の増加となった。主な要因としては、繰入金１５８，

６８１，０００円（７３．２％）の増加によるものである。 

 

  

（単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１  保 留 地 

処 分 金  

92,273,000 101,231,500 8,958,500 113,477,000 △ 12,245,500 

    9.7%   △ 10.8% 

２ 国庫支出金 
45,302,000 20,440,000 △ 24,862,000 5,110,000 15,330,000 

    △ 54.9%   300.0% 

３  繰 入 金  
375,316,000 375,316,000 0 216,635,000 158,681,000 

    0.0%   73.2% 

４  繰 越 金  
80,733,000 80,733,942 942 150,639,698 △ 69,905,756 

    0.0%   △ 46.4% 

５  諸 収 入  
1,000 0 △ 1,000 0 0 

    -   - 

６  市 債  
431,800,000 201,500,000 △ 230,300,000 135,500,000 66,000,000 

    △ 53.3%   48.7% 

合 計 
1,025,425,000 779,221,442 △ 246,203,558 621,361,698 157,859,744 

    △ 24.0%   25.4% 
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（２） 歳出 

予算現額１，０２５，４２５，０００円に対し、支出済額は６３６，３６４，７２６円であり、

前年度と比較すると９５，７３６，９７０円、１７．７％の増加となった。 

なお、事業費のうち、土地区画整理事業の委託料４９，０００，０００円と工事請負費２９４，

１０２，０００円が翌年度へ繰り越した。 

 

（単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  事 業 費  
873,307,000 485,308,141 44,896,859 438,582,246 46,725,895 

  55.6%     10.7% 

２  公 債 費  
151,618,000 151,056,585 561,415 102,045,510 49,011,075 

  99.6%     48.0% 

３  予 備 費  
500,000 0 500,000 0 0 

  -     - 

合 計 
1,025,425,000 636,364,726 45,958,274 540,627,756 95,736,970 

  62.1%    17.7% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は１４２，８５６，７１６円である。 

 

 

２ 支出内容 

支出済額の主なものは、事業費の土地区画整理事業（武蔵高萩駅北事業費）４８４，１１９，９

４８円、公債費の土地区画整理事業債元金償還事務（元金）１４４，９３２，２２２円である。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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 ［財産に関する調書］ 

 （１）公有財産 

区分 内訳 
令和元年度末 

現 在 高 

令和２年度中 

増 減 高 

令和２年度末 

現 在 高 

１ 土 地 本庁舎・その他 1,512,555.70 △ 351.19 1,512,204.51 

２ 建 物 本庁舎・その他 128,779.45 △ 389.09 128,390.36 

３ 出資による権利 出資金・出捐金 623,267,000 △ 100,000,000 523,267,000 

 

  １ 土地 

 ＪＲ高麗川駅周辺の宅地を公売したことなどにより、令和２年度は３５１．１９㎡の減少と

なり、令和２年度末の現在高は１，５１２，２０４．５１㎡となっている。 

 

  ２ 建物 

    公有財産の建物については、児童ふれあいセンターの解体等により、令和２年度は３８９.０

９㎡の減少となり、令和２年度末の現在高は１２８，３９０.３６㎡となっている。 

 

  ３ 出資による権利 

    川越卸売市場株式会社出資金４０６，５５０，０００円をはじめとして地域福祉基金出捐金

１００，０００，０００円など合計８件の権利があるが、勤労者住宅資金貸付預託金を減額し

たことにより、令和２年度は１００，０００，０００円の減少となり、令和２年度末の現在高

は５２３，２６７，０００円となっている。 

 

 （２）物品 

    令和元年度末の現在高は、車両８２台と防災倉庫１１棟であり、令和２年度は防災倉庫１棟

が増加となり、令和２年度末の現在高は、車両８２台と防災倉庫１２棟となっている。 

 

（３）基金 

    基金については、令和元年度末時点で財政調整基金、介護給付費準備基金及びまちづくり基

金など１２の基金があり、同年度末の現在高は４，０９９，３５７，０００円であった。令和

２年度は、新たに清流文化都市ひだか創生基金が設けられたほか、令和２年度中の増減により、

同年度末の現在高は３，９２０，８１９，０００円となっている。 
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［基金］ 

基金運用状況 

 

１ 運用状況 

（１） 厚生基金 

決算年度末残高は、貸付金２，３９４，０００円、現金１，６０６，０００円の合計４，０ 

  ００，０００円である。 

 

 

（２） 高額療養費貸付基金 

決算年度末残高は、貸付金０円、現金５，０００，０００円の合計５，０００，０００円で 

  ある。 

 

 

（３） 用品調達基金 

毎月運用され、決算年度末残高は、用品０円、現金１０，０００，０００円の合計１０，０ 

００，０００円である。 

 

 

２ 審査の結果 

各基金の管理は適正であり、基金の設置目的に従い、確実に運用されている。 



 

 

 


